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生していたことを明らかにした。さらに 1920 年代後半以降 1930 年代にかけて組合員が減少した原因
を販売面から考察した。 
これらの研究は，竹館組合が同地域の農家の経営発展を資金面から支えてはいたもののそこには限























竹館組合が組織されて間もない 1909 年における農家 1 戸当たりの米の生産価額は南津軽郡内 27 か
村（竹館村を除く）の平均 239 円に対して竹館村は 137 円と郡内で 3 番目に低い水準であった。この
ような状況下で竹館村の農家が生産していた品目は大豆，小豆，蕎麦，粟，鶏，卵，藁細工，薪炭な
ど多岐にわたったが，同年の村の農家 1 戸当たりの総生産額（林檎は含まず）は 27 か村の平均 273




栽後 15 年間の支出の内訳は，肥料代が費用全体のおよそ 7～14％であったのに対し，施肥（4 月上旬
から中旬に実施。以下同様）・中耕（6 月から 7 月）・除草（6 月から 7 月）・袋掛（7 月）・剪定（3 月
下旬）・病虫害駆除予防（4 月下旬から 7 月）・採取及選別（10 月）に関わる人件費・番人費が同 8～





り 20 円（20 ヶ年）で貸付を開始したと回顧している。『竹館村誌』や唐竹部落所蔵文書に基づく『青
森県りんご百年史』によれば14，唐竹部落では 1892 年から 1937 年の間におよそ 270 町歩の部落所有
地が 6 度に分けて農家に配分された。同部落の家数が 1891 年に 141 戸，1926 年に 152 戸であったの
に対し15，土地の配分を受けたのは 1892 年 110 戸，1906 年 79 戸，1916 年 110 戸，1926 年 180 戸，1937
年 140 戸であり，部落内の多くの農家が部落の土地を借りて林檎の栽培に従事していた。竹館村の林













 ここでも栽培開始後に収入が得られるまでには 10 年を要したと述べられている。1909 年における





組合はどのような経緯で 1914 年度に信用事業を開始したのか。 
 
1．2．生産危機と 1913 年凶作後の地方金融市場の縮小に対する対応  
 信用事業の兼営以前にも竹館組合は組合員に資金を融資しており，1912 年度「事業報告書」（以下，
「報告書」と略記）には組合員 243 名のうち 130 名に対して合計 3 万 4,881 円のうち一部が貸付金と























は 1913 年 6 月の 13.1％から上昇を始めて同年 12 月には 20％に達し，1914 年 3 月以降翌 1915 年 11
月まで 18.2％の高水準を持続した。この時期の青森県内の貸付金利の動きは全国平均の趨勢からは明
らかに乖離しており，1913 年下期～1916 年上期の青森県の金利（最高）の平均値 16.9％は青森県を除
く東北地方の平均 12.7%に対して 4.2 ポイント，全国平均 12.3％と比較すると 4.6 ポイントも高い水準
であった。その後，同県の金融市場の動向が全国市場のそれに収束していったのは第一次世界大戦期
中の金融緩慢が生じたのちのことであり，1913 年 5 月の水準に戻ったのはおよそ 3 年後の 1916 年 7














ちに得られたためであり，一方で組合は，収穫物を担保に売上金の時価 5 割（1917 年度までのうちに




約 6 万 8 千円に対して 3 万 6,709 円であり，支払いのピークは 12 月下旬（5,394 円）と 5 月上旬（3,567
円）で，返済は年度末の 6 月下旬（1 万 5,914 円）に集中していた。1912 年刊行『南津軽郡是』に掲







り組合に借入申込書を提出したが，組合では理事（1914 年度には相馬貞一を含む 5 名）が資金の使用
目的を調査したうえで組合員各自の信用程度表の等級に従って貸付の金額と方法（貸付の利率は年 1






点）に大別され（表 2），組合員は 13 項目の合計 1,000 点を満点に 900 点以上の第 1 等から 100 点以下
の第 10 等に等級分けされた。採点表には「勤勉ノ傾」「浪費ノ傾」等といった各組合員の特徴を記載
する備考欄も設けられ，信用程度表の評価基準は組合員に公示された31。 








 なお，信用程度が組合員の経済力を中心に計られていた点も注目に値する。表 2 に明らかなように，
納税（60 点），貯金（100 点），財産（300 点。内訳は納税額および負担の有無 150 点，出資 150 点）




よれば34，竹館組合の貸付総額 11 万 8,329（組合員 1 人当たり 371 円。以下同様）円のうち，地主に
対するものは 4 万 790（680）円，ほか，自作 1 万 8,723（329）円，自小作 4 万 5,222（335）円，小作








から 1920 年代前半までの期間を対象にその実態を解明する。 
信用事業の兼営以前，竹館組合の運転資金は借入金に依存していた。例えば，1912 年度に組合が調
達した資金の総額およそ 7 万円の内訳は（表 3），出資金 18.3％，準備金 8.6％，特別積立金 7.9％に対
して借入金が 61.0％となっていた。貯金に相当する組合員からの「預り金」は運転資金のわずか 3.2％
に過ぎなかった。 
借入先に目を向ければ，1907 年度「報告書」には35，組合が相馬貞一から 1,200 円を日歩 3 銭 5 厘
（年率 13％）で借入れ，年度内に返済したとある。また，1909 年度「元帳」から借入金の受入れ状況
を見ると36，年度内の新規借入総額 8,576 円のうち 3,069 円が相馬貞一，4,100 円が青森県内の地方銀
行である黒石銀行によるもので，県内最大の銀行であった第五十九銀行からも預金借越で資金の融通
を受けていた。ほかにも組合は学校の基本金から資金を借入れていた37。 
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また，勧銀からの借入金も重要な位置を占めていた（表 4）。竹館組合が勧銀から借入れる際に適用
された金利 5.8％は青森県内の地方金融機関からの借入金利に比べて極めて低く，1910 年代における
勧銀の長期貸出の最低金利 5.0％に近い水準であった。勧銀は 1910 年代から 1920 年代にかけて農業者












組合では組合員 1 人当たりの貯金額が 1917 年度に 123 円，1924 年度に 200 円であったのに対し43，同





1914 年 9 月に貯金規約を定め45，組合員は常に家業に励んで冗費を節約しそれを貯金に当てるべしと
の方針を打ち出した上で，組合から支払われる販売代金のうち 0.5％以上を貯金するほか，出資金に対
する配当金は記念貯金を控除した残額の 3 分の 1 以上，組合員またはその家族が組合の販売品の運搬





き，納税時などに限定された。貯蓄の業務は唐竹（1911 年度の組合員数は 66 名。以下同様），沖館（41
名），新館（39 名），広船（16 名）では部落を単位に行われ，他に小国（1 名）・切明（1 名）・葛川（0
名）が 3 部落，町居村（34 名），尾崎村（50 名），柏木町村（2 名）が村を一区域とし，集金は世話人
が組合員のもとに出向いて毎月末日までに行われた46。このように，信用事業の開始後，組合員の貯
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蓄行動は基本的に組合の管理下に置かれた。 






















 出資金は 1919 年度に 9,575 円，1920 年度に 3 万 6,575 円が増加し，運転資金に占める割合は 1918
年度の 23.3％に対してそれぞれ 25.6％，45.5％と高まった（表 3）。これは 1919 年度に組合が出資金（1
口 25 円）の増加を奨励したため49，組合員が貯金を払戻すなどして出資口数を 1 人あたり平均 3.0 口
（1915～1918 年度）から 1919 年度 5.2 口へと増加させた結果であった。1919 年度の組合員 1 人あた
りの出資口数を前年度比で村別に見ると，尾崎村が 3.6 口から 4.3 口（20％増，以下同様），町居村が
2.6 口から 3.0 口（16％増）へと増え，柏木町村では変化が見られなかったが，竹館村は 4.3 口から 5.9
口（37％増）へと大幅に増加した50。 
 1919 年度「報告書」は51，1920 年 4 月以降，金融市場が収縮し，組合に資金の融通を訴える組合員
が続出したため組合の運転資金が欠乏したことを伝えている。出資金の増加に伴い自己資本の比率が
高まり経営の安定性が改善したことは，組合が銀行から資金を借入れる上で有効に働いたと思われる。
 - 10 -
事実，新規の借入は 1919 年度以降増加していった（表 4）。 
 1915～1919 年度の配当率（＝配当金÷払込済出資総額）5～6％は貯金金利の普通および最高 6.5～








 組合が調達した資金は現金および預貯金として運用される割合が 1912 年度の 53.0％から 1919 年度
の 8.9％へと急減し，1924 年度の 0.5％まで減少する一方で，信用事業の貸付金，販売事業の仮渡金，
購買事業の未収金ならびに掛売金として組合員により運用される部分が 1914 年度の 40.7％から 1919
年度には 62.5％に，1921 年度には 67.4％に達した。とくに貸付金の占める割合は 1915 年度以降 1920
年代前半を通じて 3～4 割と高い水準を維持した（表 3）。 
 毎年の新規貸付状況に目を向ければ（表 5），同事業兼営後，組合員への貸付は金額・件数ともに伸
び，1914 年度から大戦ブームが頂点に達する 1919 年度までに金額で 5 倍，件数では 232 件から 622
件とおよそ 3 倍になった。産業資金の中心である肥料購入，林檎栽培，事業経営ならびに土地購入の
各費目が貸付総額に占める割合は，1914～1915 年度の 4 割から 1917 年度には 7 割に達し，組合の貸
付業務は組合員の経営の維持・拡大に寄与した。 
貸付利率は 1914，1915 の両年度の一律 12.7％から「報告書」が組合の抱える問題として遊金の処理
を指摘している1917年度には最低利率で3.6％にまで引き下げられ（表1）53，その利率は林檎栽培（1917
～1918 年度），肥料購入（1919 年度）を用途とした貸付に適用された。1917 年度から 1921 年度にか
けては組合からの貸付金利が最高，最低ともに青森県内の貸付金利を下回り（表 1），組合を通じた資
金調達が組合員にとっては圧倒的に低コストとなっていた。 
 また，1910 年代後半に特徴的な動きを見せたのが土地購入資金の貸付である。新規貸付額は 1918






1922 の両年には隣村の大光寺村から順に 2,400 円で 2 反 4 畝歩，3,200 円で 3 反 2 畝歩の田地を，その
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村民が他町村に所有する土地は，田地 110 町 7 反 5 畝，畑地 4 町 7 反 1 畝，宅地 4,599 坪，山林原野 2















1915～1918 年度まで 100％を超えていた毎年の新規借入額に対する新規貸付額との比率は 1919 年
度の 84.5％，1921～1923 年度の 40～50％台を経て 1924 年度以降には 10～20％台へと急落した（表 3，
5）。調達された資金は何に向けられたのか。 
販売事業の全盛期であった 1922 年度の「報告書」は60，同年度に支払われた仮渡金が 15 万 5,900
円の多額に達し，「組合員ノ経済発達ニ貢献セルモノ鮮少ナラザルヲ自負スルモノナリ」としている。















 1916年度以降一貫して増加していた出資金は 1925年度から 1934年度まで前年度比でマイナスが続
いた一方，組合の資金のうち借入金が占める割合は 1927 年度 7.9％から 1928 年度に 17.9％，1930 年
代には 40％台へと上昇していった（表 3）。 
 借入先は 1927 年の金融恐慌を含む 1926 年度を境に産業組合の上級機関である青森県信用組合連合
会と産業組合中央金庫（以下，中金と略記）の比重が高まり，新規借入総額に占める両機関の割合は
1923～1925 年度 3～8％から 1926 年度 20％，1928 年度 48.6％へと急激に高まり（表 4），組合の経営
は，中金を介して流れてくる預金部の低利資金に支えられるようになっていった63。 
 運用面に目を向ければ，新規貸付額は 1923 年度 9 万 1,645 円をピークに 1925 年度 3 万 6,811 円と急
減し，1935 年度に新規貸付額の 95％に相当する 6 万 2,096 円が旧債償還に充てられたのを除き，1933
年度以降は 1 万円を割った（表 5）64。 
 1925 年度「報告書」は次のように述べている。 
 



























る。1929 年度には冠婚葬祭費として 6 件，病気療養費として 4 件が挙げられている。さらに 1933 年







こうしたなかで竹館組合の組合員数は 1924 年度の 326 名をピークに 1937 年度の 280 名まで減少し
ていった70。信用事業が魅力的な機会を提供できれば組合員は脱退しなかったであろうが，既に確認
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転した。特に最低金利は 1917 年度以降 1924 年度までは組合が平均 3 ポイント低かったのが，1925 年












債状況を見ると73，産業組合からの借入が占める割合は，全国 17％，青森県 8％，南津軽郡 7％であっ
たのに対し，竹館組合の区域では，尾崎村 7％，町居村１％，柏木町 1％と低いなかで竹館村が郡内で
2 番目に高い 21％となっていた74。 
では，貸出機関としての産業組合の発達は村内の貸付金利にどのような影響を及ぼしていたのだろ
うか。1935年の金利別の貸付割合は75，全国では 1割以下 63％，1割～1割 5分 30％，1割 5分以上 7％，
青森県では 1 割以下がさらに分けられており，7 分以下 20％，7 分～1 割 22％，1 割～1 割 5 分 40％，
1 割 5 分以上 18％，竹館村を除く組合区域では県と同じ区分で各々7％，23％，53％，12％であったの
に対し，竹館村では順に 14％，9％，74％，3％であった。同年度の竹館組合では貸付金利が 1 割 1 分






されていたのは竹館組合の存在と無縁ではないと思われる。全国的には 1920 年代から 1930 年代にか
けて信用組合の貸付のうち無担保でなされたものの比率は 7 割から 5 割に低下していったが78，竹館
組合では 1914 年度以降 1930 年代を通じて金額・件数ともに貸付の 9 割が無担保であった79。 
林檎栽培に必要な土地および資金を調達できるようになった竹館村では林檎栽培農家の割合（＝林
檎農家の戸数÷農家戸数）が 1909 年の 46％（郡の平均 11％）から 1935 年には 80％（同 36％）に達
し，農家 1 戸当たりの生産額（林檎を含む）は南津軽郡内 28 町村の平均 690 円を上回る 832 円と郡内
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金を確保できる環境下で，1930 年代には 8 割を超える農家が林檎の栽培に従事し，南津軽郡内でも高
い生産額に恵まれるようになっていたこの村は，林檎栽培業を通じて経済更生を進めた先進的事例と
して注目された。 







                                                  
1 竹館組合は 1907 年 4 月に購買販売組合として発足し，同年度から生産事業，1914 年度から信用事
業，1921 年度から利用事業を兼営した。正式名称は幾度か変更しているが，本稿は 1914 年度時点の
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32 波多江久吉・齋藤康司編『青森県りんご百年史』176-177 頁。 
33 白井泉「産業組合による生産・流通過程の統制―無限責任竹館林檎生産購買販売信用組合の事例」
『社会経済史学』第 78 巻第 2 号（近刊）。 
34 産業組合中央会『産業組合調査資料二十七：産業組合と小作問題に関する調査』258 頁。 
35 無限責任竹館林檎生産購買販売組合「第二年度事業報告書」1908 年（弘前市立図書館蔵，複写資料）。 
36 無限責任竹舘林檎生産購買販売組合「明治四十二年度元帳」。 
37 渡邊程治「青森県竹舘村林檎生産販売購買組合を見る（下）」『帝国農会報』第 1 巻第 9 号，47 頁。 
38 佐伯尚美（1982）『日本農業金融史論』124 頁。 
39 なお，1917 年刊行の勧銀『二十年志』は数ある産業組合のなかから 7 組合を抽出し，群馬県の著名
な製糸組合交水社に次いで竹館組合を紹介しており，同組合はこの時期までに勧銀の主要な貸付先と
しての地位を確立していたようである。 
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49 1919 年度「報告書」には，「本年度〔1919 年度〕ニ於テ出資口数ノ増加ヲ奨励セル結果，出資金ヘ
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53 無限責任竹館林檎生産購買販売信用組合「第十二年度事業報告書」1918 年，15 頁。 
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にかけて竹館村で田地 1 町 8 畝，果樹園 1 町 9 反 4 畝，大光寺村で田地１町 2 反 3 畝を計 10 回に分け
て購入し，事業を拡張している。 
55 大光村の米は「大光寺村の寿し米」として北海道に得意先があったとされる（古川英雄『大光寺村
史』1957 年，323 頁）。 
56 「余の主張する産業組合万能主義 全国的に有名な相馬貞一翁語る」『東奥日報』1924 年 7 月 15 日。
翌日の『東奥日報』「県下の模範優良組合を訪ねて 三，竹舘組合」にも，「全くの無産者」であった夫
婦二人が竹館組合から資金を借入れて林檎園を経営し，1 年で 4，5 千円の商売を成した上，前年には
千 2，3 百円の預金を残した，との内容が見られる。 
57 下村宏（1926）『財政読本』日本評論社版，280 頁。 
58 無限責任竹館林檎生産購買販売信用組合「第十三年度事業報告書」19-20 頁。 
59 産業組合中央会仙台支所『青森苹果の概況』24-25 頁。 
60 無限責任竹館林檎生産購買販売信用組合「大正十一年度（第十七回）財産目録，貸借対照表，事業
報告書，剰余金処分案」1923 年，21 頁。 
61 白井泉「産業組合による生産・流通過程の統制―無限責任竹館林檎生産購買販売信用組合の事例」
『社会経済史学』第 78 巻第 2 号。 
62 白井泉「産業組合による生産・流通過程の統制―無限責任竹館林檎生産購買販売信用組合の事例」
『社会経済史学』第 78 巻第 2 号。 
63 佐伯尚美『日本農業金融史論』216 頁。 
64 1937 年度には 1 万 2 千円，そして 1942 年度には 6 万円台に回復し，それも多くが産業資金に充て
られた。詳しくは戦時期における竹館組合の経営について論じる別稿で論じることとする。 
65 無限責任竹舘林檎販売購買信用利用組合「大正十四年度（第二十回）財産目録，貸借対照表，事業
報告書，剰余金処分案」1926 年，5 頁。 
66 日本銀行調査局『信用組合ニ関スル調査』24-25 頁。 
67 無限責任竹舘林檎販売購買信用利用組合「昭和二年度（第二十二回）財産目録，貸借対照表，事業
報告書，剰余金処分案」1928 年，17 頁。 
68 無限責任竹館林檎販売購買信用利用組合「昭和三年度（第二十三回）財産目録，貸借対照表，事業
報告書」1929 年，17 頁，同「昭和四年度（第二十四回）財産目録，貸借対照表，事業報告書，剰余金
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処分案」1930 年，に頁。 
69 佐伯尚美『日本農業金融史論』221 頁。 
70 竹館組合「事業報告書」各年度による。 
71 1911 年度の組合員数は「明治四拾四年度末各組合員持分額表」（佐藤健造『相馬貞一翁伝』96-102
頁），1909 年の林檎栽培農家数は青森縣南津輕郡役所『南津軽郡是』1912 年による。 










和十年度（第三十回）財産目録，貸借対照表，事業報告書，剰余金処分案」1936 年，20 頁による。 
76 日本銀行調査局（1914）『信用組合ニ関スル調査』。 
77 青森県編『青森県農山漁家負債額調：昭和十年度』。 
78 佐伯尚美『日本農業金融史論』222 頁。 
79 勿論，比較的高額の貸付を受ける場合には担保が必要とされていたようであり，不動産（田，畑，
宅地，山林，家屋，物置，土蔵），林檎箱（初見は 1920 年度。以下，同様），自動車（1922 年），証券
（1925 年）等が差し出されていた（竹館組合「事業報告書」各年度による）。 
80 1909 年の林檎栽培農家（3 反歩以上を栽培）の割合は青森縣南津輕郡役所『南津軽郡是』，1935 年
の数値は南津軽郡農会『南津軽郡農業要覧』1936 年による。総生産額は普通作物，果実，蔬菜，春
蚕，夏秋蚕，畜禽，藁製品，林檎の合計値。 
81 東京朝日新聞社経済部編（1932）『更生に進む町村』横浜郷土史編纂所，4-6 頁。 












































































































（2）組合関係（400） 貯金（100）：当座貯金 1 円に付 1 点規約貯金 1 円に付 2 点記念貯金 1 円に付 3 点貯金総点 100
点以上を満点とす。 
信用部利用（50）：貯金の回数性質を参酌し其成績佳良なるものを満点とす。 
生産部利用（50）：毎年度使用高 1 円に付 1 点 25 円以上を 25 点とす。本年度利用程度を考量採
点して 25 点を附加するものとす。 
販売部利用（50）：前年度販売高 30 円に付 1 点 750 円以上を 25 点とす。本年度利用程度を参酌
考量附加すべきものとす。 
購買部利用（50）：前年度購買高 10 円に付 1 点 250 円以上を 25 点とす。本年度利用程度を参酌
考量附加すべきこと前同様なり。 
約束履行（100）：定款規程に違背せず其他一切の約諾を重し会て違約の行為なきものを満点と
す。約束を怠りたるものは 1 件毎に 10 点を減じ再督促を要するもの 1 件毎に 25 点を減じ再三督
促に応せざるものは 0 点とす。 
（3）財産（300） 納税額及負担の有無（150）：国税納額 1 円に付 3 点 50 円以上を満点とす。 
 家族の納税額 1 円に付 2 点を附加することを得。 
 負債 100 円に付 3 点を減少するものとす。 
 但し負債減点は総額より逓減するものとす。 
出資（150）：払込出資額 10 円に付 6 点 250 円を満点とす。延納金 10 円に付 5 点を減ずるもの
とす。但延納金は減少は持分額より逓減するものとす。 
 
最高 最低 普通 最高 最低 普通 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 普通
1907 3.0 15.1 9.2
1908 6.0 15.2 10.0
1909 6.0 15.8 8.1
1910 6.0 12.8 6.7
1911 5.4 12.1 6.2
1912 0.0 13.0 7.8 9.4 7.2 7.9 7.2
1913 7.8 17.3 8.1 10.8 9.4 10.8 7.9 10.8
1914 6.0 9.1 9.1 9.1 12.7 12.7 12.7 17.5 8.4 10.5 11.0
1915 6.0 10.2 6.2 9.1 12.7 12.7 12.7 15.9 8.2 8.3 5.8
1916 6.0 10.2 6.2 9.1 12.7 10.9 12.7 7.0 6.3 5.8
1917 6.0 8.3 3.6 6.5 12.7 3.6 8.0 12.7 6.3 6.6 5.8 0.0
1918 5.0 7.6 3.6 6.5 9.1 3.6 8.0 12.7 6.4 6.6 5.8
1919 5.0 7.6 3.6 6.5 10.9 3.6 9.1 11.9 7.6 10.1 9.1 8.0 5.8 10.1 7.3 9.9
1920 5.0 9.1 5.1 8.0 12.7 3.6 10.9 13.8 9.3 16.7 11.0 8.0 5.8 11.7 11.7
1921 5.5 9.1 5.1 8.0 12.7 3.6 10.9 13.1 9.6 11.7 11.7 9.9 11.0
1922 5.5 10.0 5.1 9.1 13.8 10.9 12.0 13.4 10.1 11.7 11.7 11.7 9.9
1923 5.0 10.0 5.1 9.1 13.8 10.9 12.0 13.7 10.7 11.7 11.7 11.7 7.5
1924 0.0 10.0 6.2 9.1 13.8 10.0 10.0 13.4 11.6 11.7 6.3 5.8 11.7 11.7 7.5 9.1
1925 4.0 10.2 5.5 8.4 14.4 12.8 13.5 13.5 10.9 12.4 7.9 11.0
1926 3.0 10.2 5.5 8.4 14.4 12.8 13.5 14.1 10.5 12.4 7.9 11.0
1927 4.0 10.2 5.5 8.4 14.4 12.8 13.9 13.3 10.8 12.4 7.9 11.0
1928 0.0 11.0 3.7 7.3 12.0 11.0 11.0 12.9 10.8 6.0 5.4 5.4
1929 0.0 11.0 3.7 7.3 12.0 11.0 11.0 13.1 9.0 11.0 5.0 8.4
1930 3.0 11.0 3.7 7.3 12.0 11.0 11.0 13.1 7.8 11.0 5.0 8.4
1931 0.0 11.0 3.7 7.3 12.0 11.0 11.0 12.8 6.7 12.1 4.2 6.9
1932 0.0 11.0 3.7 6.7 12.0 11.0 11.0 12.8 6.4 12.1 4.2 6.7
1933 0.0 9.0 3.7 6.0 12.0 11.0 11.0 12.8 6.7 12.1 4.2 6.7
1934 0.0 4.0 3.0 1.1 12.0 11.0 11.0 12.2 6.1 12.1 4.2 6.7
1935 0.0 4.0 3.0 1.1 12.0 11.0 11.0 11.5 5.8 12.1 3.6 6.7
























































































































注 4）1912 および 1913 年度の貯金は「預り金」と記載があるもの。両年度の預金の一部は組合員に預けられており，事実上貸付金としての機能を果たす








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1912 52,169 10,000 42,169 2
1913 40,000 39,800 200 2
1914 33,218 30,000 3,000 218 3
1915 24,703 5,000 19,200 503 3
1916 15,997 8,500 1,000 6,250 247 4
1917 4,600 2,000 2,600 2
1918 7,500 7,500 1
1919 104,410 20,000 15,500 60,710 8,200 4
1920 69,600 5,000 1,800 53,700 9,100 4
1921 144,931 22,470 104,562 17,900 3
1922 202,166 70,433 77,950 43,782 10,000 4
1923 173,406 62,256 72,050 33,100 6,000 4
1924 334,972 10,000 143,568 112,474 41,930 7,000 20,000 6
1925 155,080 37,352 46,121 42,494 5,000 24,113 5
1926 173,873 62,142 36,376 31,140 10,000 24,707 9,509 6
1927 200,378 9,000 66,808 46,096 35,966 5,000 20,557 16,951 8
1928 247,885 4,500 58,006 83,936 23,929 65,454 12,060 6
1929 281,790 25,775 83,914 26,376 112,298 24,411 9,016 6
1930 360,976 42,615 67,540 28,548 69,847 30,602 121,825 11
1931 193,237 10,000 15,897 48,950 38,438 66,244 6,194 7,514 7
1932 38,630 24,189 10,920 1,521 2,000 4
1933 31,972 1,200 3,500 27,272 3
1934 54,021 54,021 1
1935 101,058 5,558 60,500 35,000 3












1914 17,529 10,294 4,141 2,935 160
1915 29,021 17,140 2,269 2,993 4,214 2,224 183
1916 26,245 11,748 6,009 2,138 1,681 4,294 376
1917 27,613 7,536 3,682 7,941 2,035 5,860 560
1918 53,112 12,344 4,850 12,120 930 21,633 1,235
1919 88,271 32,639 13,292 16,937 2,130 20,264 3,009
1920 48,882 24,375 11,749 5,723 3,435 3,600
1921 73,820 14,526 15,899 14,125 24,620 4,649
1922 84,053 44,067 15,155 10,991 7,240 6,600
1923 91,645 39,646 18,901 7,008 24,140 1,950
1924 70,086 30,122 17,423 4,625 16,030 1,885
1925 36,811 17,335 9,114 1,855 6,435 2,072
1926 43,094 27,633 5,901 60 8,020 1,280
1927 30,298 9,520 8,350 609 10,540 680 450 150
1928 50,862 29,576 10,696 290 8,950 950 400
1929 32,237 15,398 10,562 446 3,620 970 940 300
1930 32,336 13,749 12,556 716 2,335 2,000 980
1931 13,256 3,800 7,473 218 100 800 470 395
1932 15,510 12,809 1,540 340 348 250 222
1933 3,712 1,484 2,228
1934 3,339 1,400 175 1,764
1935 65,705 62,096 585 2,959 65
1936 5,254 1,336 1,430 2,488
Credit Business of an Agricultural Cooperative in Modern Japan: 






This study examines the well-known Takedate Cooperative’s credit activities from 1907 until the 
1930s. This cooperative established its credit division in 1914 because its members had difficulty 
raising money from the financial market after poor rice harvests. Additionally, the another purpose 
was to controlled member behavior by providing preferential financing terms to frequent users of 
its production and marketing activities and to those who obeyed its rules. This lending practice 
allowed cooperative members to grow apples as well as rice until the early 1920s. However, in the 
wake of poor business conditions after World War I, the cooperative reduced loan amounts, lent 
money only to cover living expenses, and pressed members to save money. The cooperative’s loan 
rate rose above that of the Aomori prefecture’s financial market, leading many competent members 
to withdraw their memberships. However, this action did not result in the stagnation of the 
cooperative. In Takedate village, the central area of the cooperative, peasants could still borrow 
money without security, and thus, 80% of farm households continued to grow apples, leading to 
greater affluence in the 1930s. 
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